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令和７年度 ⺠間提案型官⺠連携モデリング事業

【実施⽅針】
①地域課題の深堀り
②新技術の適⽤性や活⽤効
果の検証
試⾏①〜③︓
森林の価値の⾒える化

これを起点に③持続可能な事
業スキーム・座組の検討を⾏う。

【実施主体】株式会社建設技術研究所/埼⽟県秩⽗市

【調査名】ドローンを活⽤した河川等のモニタリングシステムの構築
【調査テーマ】【分野】戦略的なインフラマネジメントを担う⾃治体の体制の確保

【実施フロー】

3⁻①新技術の活⽤
3⁻②官と⺠の共働

報告書概要版

【課題】
・市内に4つのダムと広⼤な森林がある。中下流域の⽣活の保全のためにも、
流域治⽔としてのマネジメントが必要だが、⼭間部の森林や河川・ダムのモニ
タリング調査のコストが⼤きい。
・災害に強く、⽣物多様性の⾼い地域づくりを⾏っていくため、⼤きなコストを占
めているモニタリングにおいて、⼈⼿がかからない持続可能な⽅策で省⼒化し
ていく必要がある。
・森林整備や河川管理について、維持管理・活⽤における担い⼿不⾜もある
ことから、森林・河川の多⾯的価値を可視化し、広く地域住⺠や世間に関
⼼・理解をもってもらえるよう、調査から得られるデータを管理・活⽤したい。
【⽬的】
・先端技術やデジタル技術を活⽤した多⾯的機能の可視化の試⾏を通じて、
⼈⼝や地域経済の縮⼩、まち・ひと・しごとの創出・好循環を実現する、流域
治⽔の深化とカーボンニュートラルやグリーンインフラを活⽤した⾃⽴・分散型
の持続可能な社会構築に向けた新たなスキームを検討する。
・モニタリングをドローンで代替し、コストカットするほか、⽣態系のデータ取得・活
⽤によって⽣物多様性が⾼く、また災害に強い森林整備や河川管理に資す
る取り組みとし、材や取り組みの⾼付加価値化。デジタルツイン化で可視化
してアピールすることで、関⼼のある⼈を増やし、担い⼿の増加につなげる。

【⼈⼝・⾯積・特徴】
・⼈⼝約5.7万⼈、⾯積577.83km2、埼⽟県の
北⻄部に位置。
・市域の87％は森林で、その⾯積は埼⽟県の森林
の約40％を占める。
・⼀級河川荒川の上流域にあたり、⾚平川や横瀬川などの⽀流が多く存在。
【⾃治体の抱える課題】
秩⽗市においてモニタリング管理が必要かつ現状⼈⼿がかかっている森林・河
川等について、ドローンの⾃動⾶⾏を⽤いたモニタリングシステムを実施すること
で、得られたモニタリングデータを災害に強い森づくり、流域治⽔、⽣物多様性
などに活かす取り組みを検討したい。

◆森林計測/解析
・デジタルツイン

◆森林効果の可視化
（⽔循環解析モデル）

◆⽣物多様性の計測
（環境DNA)

新技術活⽤

A 森林由来の炭素貯留ポテンシャル可視化＆J-クレジット代理事業
B 森林を対象とした環境型ふるさと納税／企業の⾮財務情報開⽰等の⽀援
C 森林価値を活かした滞在型ワーケーションエリア運営⽀援
D 森林をフィールドにした環境教育ンテンツの域内・域外への展開
E 森林整備×域外住⺠参加の整備ツアー

官と⺠の協働（持続可能なグリーン社会実現スキーム）



⑤調査結果

⑥事業化に向けた展望

・『官⺠連携による秩⽗の森の新たな価値創造pj（仮称）』
事業業発案、事業条件検討、公募/事業化の３つのフェーズで進める。

事業
発案

事業条
件検討

公募/
事業化

令和7-8年度 令和8年度 令和9年度

⑦自治体からのコメント

データとしては、⽣物多様性など、普段取れない
データを取ることができた。
特にドローン採⽔で⼈の⼿による採⽔と変わらない
効果が得られたことは、今後危険な場所などでの
採⽔の代替が期待できると感じた。
森林のモデルは経年での変化を⾒ることで活⽤の
幅が広がるものだと思う。職員の中でこのデータをど
れだけ扱えるようになることが課題。

令和７年度 ⺠間提案型官⺠連携モデリング事業

【実施主体】株式会社建設技術研究所/埼⽟県秩⽗市

【調査名】ドローンを活⽤した河川等のモニタリングシステムの構築）
【調査テーマ】【分野】戦略的なインフラマネジメントを担う⾃治体の体制の確保 報告書概要版

【地域課題の把握】
・林業︓⽊材価格低迷・コスト上昇で採算悪化 ・観光業︓宿泊率が低い。
・重要インフラが多数存在するが施設の維持・管理を指せる市道や林道は⽼朽化が進⾏。
【新技術の適⽤性や活⽤効果の検証】
・対象フィールドにて、新技術を活⽤した森林の価値の可視化の⼿法の確⽴を⽬指した。
・以下の調査・試⾏を通じて、秩⽗市への導⼊に向けた課題と可能性を検証。
試⾏①︓樹⽊の3次元データ取得
対象フィールド内の樹⽊について、樹⾼・胸⾼直径・樹冠⾯積・容積等の情報を取得。
取得データを⽤いてデジタルツインを構築し、広報への展開を検討。今後、試⾏②の解析の制度向上に活⽤。
試⾏②︓森林効果の可視化
森林整備を⾏った場合、平成29年渇⽔流量を約0.7m3/s増加⇒20万⼈が1⽇に使う⽔の量に相当。
⽔害リスク低減 森への貯留 430万m3⇒浦⼭ダム治⽔容量 1/6杯分。
50m3/s低減、1年間の⼟砂流出を16万m3低減⇒直轄砂防ダム1.8基分。
⼆酸化炭素吸収量3万t/年⇒秩⽗市の⼈⼝1/３の年間排出量。
試⾏③︓⽣物多様性の計測
秩⽗地域の森林（管理林/放棄林）をフィールドに、環境DNAを⽤いて哺乳類14種、⿃類13種、
⿂類4種、両⽣類3種の⽣息状況を把握。またドローンによる河川⽔の採⽔を試⾏し、その有効性を実証。

【持続可能な事業スキーム・座組の検討】
・Jクレジット︓「秩⽗の森の価値」を軸としたストーリー、企業にとって説明可能な価値、⼩規模クレジット活⽤の⽰唆。
・ふるさと納税︓共感型・⼩⼝寄付として⼀定の成⽴可能性を確認。
・ワーケーション︓来訪のきっかけ、滞在理由として位置付けて下記のツアーと組み合わせ差別化を図る。
・環境学習・森林整備ツアー︓「滞在中に参加できる価値の⾼い体験」として宿泊事業へ組み込む等で収益化。

樹木の
三次元
ﾃﾞｰﾀ取得

環境DNAの採取 ドローンによる採水

秩父の森の新たな価値創造PJ事業スキーム案

・R８年度はR7年度調査をもとに①事業化⽅針の検討、
②事業スキームの⾻⼦案作成を⾏うとともに、③事業をス
ムーズに進めるための庁内の体制構築等を実施する。
また、事業条件検討段階サウンディングを実施、サウン
ディング結果の事業スキームへの反映等を⾏う。
・R9年度は、公募により事業者を選定し、事業に着⼿する。

3⁻①新技術の活⽤
3⁻②官と⺠の共働


